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背景と趣旨 

 

わが国は国民皆保険制度のもと高い医療水準等により世界最長の平均寿命を達成してきた。 

しかし、急速な少子高齢化社会へと大きな環境変化に直面しており、この国民皆保険制度を

今後も持続可能とするために、その構造改革が急務となっている。 

特に、高齢化の急速な進展と生活習慣病の増加が顕著であり、死亡原因の約６割を占め、医

療費に占める生活習慣病の割合も国民医療費の約３分の１であること等から、生活習慣病の

対策が必要となっている。 

この状況に対応するために、保険者（健康保険組合）は高齢者の医療の確保に関する法律に

基づいて、被保険者及び被扶養者に対して、糖尿病等の生活習慣病に関する健康診査（特

定健康診査）及びその結果により健康の保持に努める必要がある者に対しての保健指導（特

定保健指導）を実施することとされた。 

本計画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的

な事項について定めるものである。 

なお、高齢者の医療の確保に関する法律第１９条により、６年を一期として特定健康診査等実

施計画を定め、平成３０年度からの第三期目標を定めることとする。 

 

 

当組合の現状 

 

当健康保険組合は、千葉県北西部においてガス事業を主たる業務とする京葉ガス株式会社

を中心とする組合である。 

平成２４年度末の事業所数は２３事業所で、内２０（９割）は千葉県に所在する。 

一部の事業主及びその支店等は近隣の東京、茨城にあり、９割以上の被保険者及び被扶養

者の居住地も千葉県周辺と把握している。 

当組合の平成２９年１２月末時点の被保険者数及び被扶養者数は、被保険者の男性が８割

（平均年齢４５．６８歳）、女性が２割（平均年齢４１．３０歳）、被扶養者の男性が３割（平均年齢

１２．５１歳）、女性が７割（平均年齢３１．７２歳）、被扶養率は１．０４である。 

 

当組合の健康診断については、事業主と共同して事業主が労働安全衛生法に基づき行う定

期健康診断に併せて、３０歳以上の被保険者と被扶養者に対し当組合が保健事業として行っ

ている生活習慣病予防健診を実施し、特定健康診査項目についても４０歳以上の被保険者と

被扶養者に併せて実施している。 

また、定期健康診断を受診しない３５歳以上の被保険者と被扶養者に対し、当組合との契約

医療機関及び健保連契約医療機関での人間ドック健診の受診勧奨を行い、受診費用の一部

について当健保は補助を行っている。 

 

特定健康診査等の実施方法に関する基本的事項 



 

１．特定健康診査等の基本的考え方 

日本内科学会等内科系８学会が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と診断基準

を示した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、

発症した後でも血糖値、血圧値をコントロールすることにより重病化を予防することが可能

であるという考え方を基本としている。 

メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や体重増加等が

様々な疾患の原因となることをデータで示すことができるため、健診受診者にとっては生

活習慣の改善に向けて、明確な動機づけと目標ができるようになる。 

 

２．被保険者に対して事業所が行う健康診断及び保健指導との関係 

当組合では従来から事業主と共同して事業主が行う定期健康診断（巡回健診）に併せ

て、３０歳以上の被保険者に対し生活習慣病予防健診並びに４０歳以上の者に特定健康

診断項目を実施してきたが、今後も同様に事業主と共同して行うこととする。 

また、定期健康診断を受診しない３５歳以上の被保険者に対しては、当組合が契約した

医療機関及び健保連が契約した医療機関による人間ドック健診の受診勧奨を行い、被

保険者の健診受診率の向上を図る。なお、人間ドックの受診による費用の一部について

当組合は補助を行うことから個人負担があるものの、定期健康診断の受診には基本的に

個人負担は発生しない。 

受診結果は、当組合と事業主がデータで管理し、これに係る費用については労働安全

衛生法に係る法定健診項目相当分については事業主が、他の項目相当については当

組合が負担する。その詳細につては別に定める。 

 

３．被扶養者及び任意継続被保険者の健康診断 

当組合では従来から事業主と共同して事業主が行う定期健康診断（巡回健診）に併せ

て、３０歳以上の被扶養者及び任意継続被保険者に対し生活習慣病予防健診並びに４０

歳以上の者に特定健康診断項目を実施してきたが、今後も同様に事業主と共同して行う

こととする。 

また、定期健康診断を受診しない３５歳以上の被扶養者と任意継続被保険者に対して

は、当組合が契約した医療機関及び健保連が契約した医療機関による人間ドック健診の

受診勧奨を行い、健診受診率の向上を図る。なお、人間ドックの受診による費用の一部

について当組合は補助を行うことから個人負担があるものの、定期健康診断の受診には

基本的に個人負担は発生しない。 

さらに、定期健康診断又は人間ドック健診のどちらも受診せず、特定健康診査のみの受

診を希望する被扶養者に対して、申出により特定健康診査受診券を発行し、居住地に近

い医療機関での受診が可能である。 

人間ドックの受診による一部費用の個人負担はあるものの、定期健康診断と受診券によ

る特定健康診査の受診において、基本的に個人負担は発生しない。 



４．特定保健指導の基本的考え方 

生活習慣病予備群の保健指導の第一目的は、生活習慣病に移行させないことであり、

また、生活習慣病を発症している者は重症化とならないことである。 

そのために保健指導を行い、対象者自身が自分の健診結果を理解し、自らの生活習慣

を見直し、より良い生活スタイルへ変えることが出来るように支援することにある。 

 

 

Ⅰ．達成目標 

 

１．特定健康診査の実施にかかる目標 

平成３５年度における特定健康診査の実施率を９０．０％とする。 

この目標を達成するために、平成２６年度以降の実施率目標を以下のよいに定める。 

(%) 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 
国の参酌 

標準 

被保険者 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ ― 

被扶養者 ５９．２ ５９．９ ６０．５ ６２．０ ６２．７ ６６．７ ― 

計 ８７．４ ８７．７ ８８．０ ８８．６ ８８．８ ９０．０ ９０．０ 

※平成２８年度の被保険者と被扶養者を合計した受診率は８２．７％であった。 

 

２．特定保健指導の実施にかかる目標 

平成３５年度における特定保健指導の実施率を５５．０％とする。 

この目標を達成するために、平成２６年度以降の実施率目標を以下のよいに定める。 

 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 
国の参酌 

標準 

40 歳以上の 

対象者（人） 
２，４６０ ２，４８０ ２，４９０ ２，４９０ ２，５００ ２，５１０ ― 

特定保健指導 

対象者（推計） 
４１５ ４１０ ４００ ３９５ ３８５ ３８０ ― 

実施率（％） ２９．９ ３４．４ ３９．５ ４４．３ ４９．９ ５５．０ ５５．０ 

実施者数（人） １２４ １４１ １５８ １７５ １９２ ２０９ ― 

※保健指導に当たっては外部委託し、事業主と共同して被保険者から優先し、被扶

養者についいては平成 28 年度以降外部委託を検討する。 

※平成２８年度の特定保健指導対象者数は３９６人、実施者数は６２人、したがって、

実施率は１５．７％であった。 

 

 

 

 



Ⅱ．特定健康診査等の対象者数 

 

１．対象者数 

（１）特定健康診査の対象者数 

被保険者 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

対象者数（推計） ５００ ５００ ５００ ５００ ５００ ５００ 

40 歳以上の対象者 １，７００ １，７２０ １，７３０ １，７４０ １，７５０ １，７６０ 

目標実施率（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ 

目標実施者数 １，７００ １，７２０ １，７３０ １，７４０ １，７５０ １，７６０ 

 

被扶養者 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

対象者数（推計） ５００ ５００ ５００ ５００ ５００ ５００ 

40 歳以上の対象者 ７６０ ７６０ ７６０ ７５０ ７５０ ７５０ 

目標実施率（％） ５９．２ ５９．９ ６０．５ ６２．０ ６２．７ ６６．７ 

目標実施者数 ４５０ ４４５ ４６０ ４６５ ４７０ ５００ 

 

被保険者＋被扶養者 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

対象者数（推計） １，０００ １，０００ １，０００ １，０００ １，０００ １，０００ 

40 歳以上の対象者 ２，４６０ ２，４８０ ２，４９０ ２，４９０ ２，５００ ２，５１０ 

目標実施率（％） ８７．４ ８７．７ ８８．０ ８８．６ ８８．８ ９０．０ 

目標実施者数 ２，１５０ ２，１７５ ２，１９０ ２，２０５ ２，２２０ ２，２６０ 

※対象者とは事業主が行う定期健康診断を受診する被保険者を除外した者で、保険者と

して実施すべき数（人間ドック受診者は対象とする） 

※40 歳以上の対象者は、全対象者数 

 

（２）特定保健指導の対象者数 

 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上の対象者 ２，４６０ ２，４８０ ２，４９０ ２，４９０ ２，５００ ２，５１０ 

動機付け支援対象者 １７５ １７５ １７０ １７０ １６５ １６５ 

実施率（％） ５．７ １１．４ １７．６ ２３．５ ３０．３ ３６．４ 

実施者数 １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ 

積極的支援対象者 ２４０ ２３５ ２３０ ２２５ ２２０ ２１５ 

実施率（％） ４７．５ ５１．５ ５５．７ ６０．０ ６４．５ ６９．３ 

実施者数 １１４ １２１ １２８ １３５ １４２ １４９ 

保健指導対象者計 ４１５ ４１０ ４００ ３９５ ３８５ ３８０ 

実施率（％） ２９．９ ３４．４ ３９．５ ４４，３ ４９．９ ５５．０ 

実施者数 １２４ １４１ １５８ １７５ １９２ ２０９ 



Ⅲ．特定健康診査等の実施方法 

 

１．実施場所 

（１）特定健康診査の実施場所 

被保険者及び被扶養者の特定健康診査は次の表のいずれか一つを年 1 回受診するも

のとする。 

①組合が事業主が行う定期健康診断と共同して実施する 30 歳以上の被保険者、被扶

養者、任意継続被保険者に対して行う生活習慣病健診に併せて実施。 

②事業主が行う定期健康診断に併せて受診しない者で、35 歳以上の被保険者、被扶

養者、任意継続被保険者の希望者が受診する人間ドック健診に併せて実施。 

③上記の①、②どちらの健診も受診しない 40 歳以上の被扶養者のうち希望者に対し発

行した特定健康診査受診券による集合契約医療機関での実施。 

 実施場所 

①定期健康診断 ②人間ドック ③集合契約Ａ・Ｂ 

３０歳以上 ３５歳以上 ４０歳以上 

被保険者 ○ ○ ― 

被扶養者 ○ ○ ○ 

任意継続被保険者 ○ ○ ― 

 

（２）特定保健指導の実施場所 

①保健指導対象者が勤務する事業所又は、近隣の健保加入事業所の会議室等にお

いて特定保健指導を実施する。 

②被扶養者の保健指導については別途調整する。 

 

２．実施項目 

実施項目は、「標準的な健診・保健指導プログラム第２編第２章」に記載されている健診

項目とする。 

 

３．実施時期 

実施時期は次の表の各健診に併せて実施する。 

健診名 実施時期 

事業主が行う定期健康診断 ５月～６月に実施 

人間ドック ４月～１２月に受診 

集合契約Ａ・Ｂ 通年 

 

４．委託の有無 

（１）特定健康診査 

①定期健康診断委託医療機関 



②人間ドック契約医療機関（健保連の人間ドック契約機関を含む） 

③健保連の契約集合契約医療機関 

 

（２）特定保健指導 

①個別に契約した事業者に委託する。 

②健康保険組合連合会千葉連合会が共同事業として契約した事業者に委託する。 

 

 

５．受診方法 

①被保険者は、事業主からの定期健康診断及び人間ドック受診案内に従い必要な手

続きを行い受診する。 

②被扶養者並びに任意継続被保険者は、健康保険組合からの生活習慣病健診（定期

健康診断）及び人間ドック受診案内に従い必要な手続きを行い受診する。 

③被扶養者が特定健康診査のみ（集合契約Ａ・Ｂ）を受診する場合は、健康保険組合

から受診券を入手し受診する。 

 

 

６．周知・案内方法 

周知又は案内は、機関紙等への掲載、事業主又は健康保険組合からの案内、ホーム

ページ等を活用して行う。 

 

 

 

７．健診データの受領方法 

①定期健康診断の健診データは、事業主と共同して実施した医療機関から受領する。 

②人間ドックの健診データは、受診した医療機関から受領する。 

③集合契約Ａ・Ｂの健診データは、事務代行機関である社会保険診療報酬支払基金か

ら受領する。 

 

８．特定保健指導対象者の選出方法 

特定保健指導対象者については、健康保険組合スタッフ及び委託先スタッフにより優

先順位をつけて選出する。 

 

Ⅳ．個人情報の保護 

当健康保険組合は、個人情報保護規定を遵守する。 

当健康保険組合及び委託された健診・保健指導機関は、業務により知りえた情報を外部

に漏らしてはならない。 

当健康保険組合のデータ管理者は常務理事とする。また、データの利用者は当健康保



険組合保健事業担当者等健保職員に限る。 

外部委託する場合は、データの利用範囲・利用者等を契約書に明記する。 

 

 

Ⅴ．特定健康診査等実施計画の公表・周知 

本計画の周知は、ホームページ等に掲載する。 

 

 

Ⅵ．特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

当計画については、必要がある場合には見直すこととする。 

 

 

Ⅶ．その他 

加入事業所のうち１事業所に保健師１名が在籍しているが、当組合には保健師等は在籍

しておらず、特定保健指導については外部の保健指導事業者へ委託して実施することと

する。 

 

 


